
◎基本情報

主

副

○ 対象 ● 対象外 ○ 対象 ● 対象外

● 経常経費 ○ 臨時的経費

○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理

● 直営　 ○ 一部委託 ○ 全部委託　 ○ 補助助成　 ○ その他

◎事業費

計（事業費＋人件費） 447,563 438,614 425,925 440,642

事業費

の内訳

令和3年度決算

施設給付費　　　　３０３、４２９千円
施設医療費　　　　１１８、０２８千円
食事療養費　　　　　　　　７８２千円
児童発達支援センター利用者負担軽減事業　　８６千円

令和4年度予算

施設給付費　　　　２９３、９４６千円
施設医療費　　　　１４２、１５４千円
食事療養費　　　　　　　　８８４千円
児童発達支援センター利用者負担軽減事業　　５８千円

人工 0.5 0.5 0.5 0.5

人件費 3,600 3,600 3,600 3,600

事業費 443,963 435,014 422,325 437,042

うち特定財源 221,659 217,257 211,162 218,492

（単位：千円）

令和2年度決算 令和3年度予算 令和3年度決算 令和4年度予算

0 年度

関連法令・条例・
要綱等

児童福祉法、障害者総合支援法、札幌市児童発達支援センター利用者負担軽減事業実施要綱

他都市の状況

①児童相談所設置義務のある都道府県及び政令指定都市において同様

実施結果

①国の基準に基づき、適正に扶助費を支給している。
②例年100名程度が適用となっている。

事業実施における
工夫点

特になし

対象者 利用契約児童及びその保護者 開始 0 年度 終了

事業の性質

事
業
内
容

実施形態

目的

短期

同上

長期

①児童福祉法に基づき、障害を有する児童が障害児施設を利用するために必要である。
②児童発達支援センターを利用する児童について、利用料の納付困難を理由とした利用控えにより早期療育の機
会を剥奪しないことを目的としてきた。

取組内容

①障害児入所給付　障がいを有する児童の障害児施設利用に係る、障害児施設給付費（国保連合会からの請
求）、食事療養費の支払い、厚生労働省への報告など。
②児童発達支援センター利用者負担軽減
　平成18年10月から、障害者自立支援法の施行に伴う児童福祉法改正による制度変更のため、児童発達支援セ
ンターの利用者に対し、世帯の課税状況に応じ、激変緩和措置として利用者負担額または食費実費分を軽減して
いる。

011-622-8620

施策名
子ども・若者を社会全体で育成・支援する環境づくり

アクションプラン 戦略ビジョン

事業名 児童福祉施設給付費

評価担当課
所属名 子）児童相談所　地域連携課

課長名 山形 担当者名 秋山 電話番号

事業評価調書

年度 令和3年 会計コード 10 一般 事業コード 35083



◎検証（振り返り）

□ 企画 □ 実施 □ 評価 ■ 対象外 □ 回答 □ 反映

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

千
円

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

● 改善 ○ 現状維持 ○ 休止・廃止

○ 拡充 ● 現状維持 ○ 縮小 ○ その他

千
円

今回の評価

評価の理由
入所施設に係る支払い等、遅滞なく行うことができた。

次年度の
取組の
方向性・
改善内容

事業
内容

国保連と連携するデータ項目が増えるため、システムの改修を行い、併せて今まで手入力を行っていた項目
も連携させ、事務の効率化を図る。

予算
上記事業内容に係る予算計上なし。

見直し効果額 0

前回の評価

今年度取り組んだ
見直し内容

特になし。
見直し効果額

（前年度）
0

市民参加の実施 市民参加結果への対応

今後の改善点

特になし。

事業の実施手法
（事業の効率性、

実施主体は適切か）
A

現況で適切である。

対象者の満足度
（対象者のニーズ
に応えているか）

A

不明

事業の成果
（目的をどの程度
達成できたか）

A

施設への契約入所の相談・申請・決定から入所給付費等の審査・支払・補助金申請等、遅滞なく
実施できた。

事業規模
（事業ボリューム

は適切か）
A

適当である。

項目 判定 理由

成果指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

成果指標１

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

活動指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

活動指標１

指標名 利用契約による扶助費の支給のため、指標の設定は難しい

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定


